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DID-PSM を用いた大規模災害の被害想定の公表が 

静岡県の人口分布に与えた影響の検証 
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１．はじめに 

南海トラフ地震発生が今後 30 年で発生する確率は

70～80%とされている．内閣府は， 2012 年に新たに南

海トラフ巨大地震の被害想定を公表した．最大の被害

が想定される静岡県では，内閣府の公表以前から独自

の被害想定を公表しており，2001 年には第 3 次，2013
年には 2012 年の内閣府の被害想定に基づく第 4 次地

震被害想定を公表している． 
災害リスクと過去の人口変動との関係を DID-PSM

を用いて分析した既往研究としては，2011 年に制定さ

れた津波防災地域づくりに関する法律の制定前後の

2010 年と 2015 年の小地域ベースの人口データを利用

し，津波浸水想定の有無と人口変化の関係を分析した

中居ら（2021）1)がある．しかし，この研究では，500m
単位での分析や津波以外の災害の被害想定公表の影

響分析は行われていない． 
本研究では，静岡県の第 3 次・第４次地震被害想定

（液状化，津波浸水，震度分布，土砂災害）が県内の

500m メッシュ単位での人口分布に与えた長期の影響

を分析する．分析手法としては，DID-PSM を用いる． 
 
２．使用データと分析方法  

(１) 使用データ 

 国勢調査の 2000 年，2005 年，2010 年と 2015 年の静

岡県の 500ｍメッシュ（合計 11,336 メッシュ）の人口

データ，静岡県第 3 次・第 4 次地震被害想定の液状化，

津波浸水，震度分布および第 4 次被害想定の土砂災害

のデータを使用する．例として，2000 年と比較した

2005 年の人口の増減を図-1 に示す．  
 

 
図-1 2000 年と比較した 2005 年の人口の増減 

(２) 分析手法 

分析には，傾向スコアマッチング（propensity score 
matching：PSM）と差の差分（differences in differences：
DID）法を組み合わせた DID-PSM を用いる．PSM は，

傾向スコアを用いて処置群と類似した対照群を選定

する方法である．傾向スコアの算定式を(1)式，(2)式に

示す． 

p(𝑧𝑖 = 1|𝑥𝑖) =
1

1+exp(−𝑧𝑖)
     (1) 

     𝑧𝑖 = 𝛼1𝑥𝑖1 +⋯+ 𝛼𝑗𝑥𝑖𝑗 + 𝛽     
 
ここで，𝑧𝑖：被説明変数（処置群：1、処置群以外：

0），𝑥𝑖：説明変数（高齢人口率，年少人口率，世帯数，

駅までの距離，正規職員率（正規の職員・従業員数/人
口），長期居住人口率（20 年以上の居住期間の人数/人
口），住居系地域ダミー（第 1 種・第 2 種低層住居専用

地域，第 1 種・第 2 種中高層住居専用地域，第 1 種・

第 2 種住居地域の面積が 50％以上の場合：1，その他：

0））である． 
DID は，処置群と対照群を処置前と処置後の 2 時点

で比較することで自然増減の影響を小さくし，施策の

効果を推定する方法である．(3)式に DID 回帰モデルを

示す． 

Ｚ
𝑖𝑡
= 𝑎 + 𝛽1𝐷𝑖𝑡 + 𝛽2𝐴𝑖𝑡 + 

𝛽3𝐷𝑖𝑡 ∙ 𝐴𝑖𝑡 + 𝛃𝐗𝒊𝒕 + 𝑣𝑖𝑡 
 
ここで，i：地域，t：時期，Ｚ：目的変数（人口など），

𝐷𝑖𝑡：処置群に 1，対照群に 0 をとるダミー変数，𝐴𝑖𝑡：

処置後に 1，処置前に 0 をとるダミー変数，𝜈：誤差項，

α，𝛽1，𝛽2，𝛽3 ：パラメータ，X：説明変数の転置ベク

トル，β：各説明変数のパラメータのベクトルである． 
 
３．分析結果  

(１) PSM 

(1)式を用いて傾向スコアを推計するにあたり，まず

処置群を，液状化は PL 値が 5 以上，津波浸水は最大

浸水度 1ｍ以上，震度は震度 7 以上とし選定した．次

に，処置群と処置群以外の傾向スコアを算出し，統計

ソフト「R」のパッケージ「Matchlt」を用いて，キャリ

パーを 0.1 とする最近傍法により，処置群の各メッシ

(3) 
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ュとのマッチングを行い，対照群を選定した．例とし

て，2000 年から 2005 年の液状化の選定結果を表-1 に
示す．表の N は，マッチング前は地域数，マッチング

後はデータ数（地域数×2 時点分）となっている． 
 
表-1 2000 年から 2005 年の液状化の選定結果 

 

(２) DID 

DID 回帰モデルの推定は，液状化，津波浸水，震度，

土砂災害の各被害想定の公表に対して，第 3 次では

2000 年を処置前，2005 年・2010 年・2015 年を処置後，

第 4 次では，2010 年を処置前，2015 年を処置後とし，

各年の処置群，対照群のデータを用いて，最小自乗法

（OLS）で行った．推定は，想定した全説明変数を用

いた推定と非有意な変数を取り除いて推定を繰り返

す減少法の 2 通りで行った．液状化と土砂災害，津波

浸水，震度の被害想定公表についての減少法による β3

（施策効果）の推定結果をそれぞれ表-2，表-3，表-4 に
示す．表中の 1 メッシュ当たりの人口は処置群におけ

る処置後の人口÷地点数であり平均を表している．人

口増加率は処置群における人口増減数÷人口の値であ

り，処置群の処置前後での増加率である． 
 

表-2 液状化と土砂災害の DID 回帰モデル推定結果 

 
表-3  津波浸水の DID 回帰モデル推定結果 

 
 

表-4 震度の DID 回帰モデル推定結果 

 
推定結果より，第 3 次被害想定の公表は，2005 年・

2010 年の人口分布に有意に影響をもたらさなかった

こと，第 4 次被害想定の公表は，津波浸水と液状化は

人口分布に有意に影響をもたらしたこと，人口分布へ

の影響は津波浸水の方が液状化よりも 3 倍程度大きい

こと，震度，土砂災害の被害想定については公表して

も人口分布に影響がなかったことが示唆される．  
 

４．まとめ 

本研究では，静岡県を対象に，災害被害想定の公表

が人口分布にどのような影響を与えたかを DID-PSM
を用いて分析した．分析の結果，2001 年の第 3 次各種

被害想定の公表は少なくとも 2010 年までの人口分布

に有意に影響を与えなかったこと，2013 年の第 4 次の

津波浸水，液状化の被害想定の公表は人口分布に有意

に影響を与えたことが分かった．このため，第 4 次の

津波浸水と液状化の被害想定の公表は政策的に有意

義であったと言える．ただし，2011 年の東日本大震災

の影響から人々の津波や液状化に対する警戒心が高

くなったことが影響を与えた可能性も考えられる． 
今後の課題として，2020 年の国勢調査の人口データ

を用いて，第 4 次被害想定の公表がどのように影響を

与えたかを分析し比較することが挙げられる． 
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マッチング前 マッチング後

処置群 その他 処置群 対照群

N 1,949 5,864 3,898 3,898

世帯数 226.8 148.6 226.8 212.1

駅までの距離(m) 3,025 4,133 3,025 2,896

年少人口率 0.12 0.10 0.12 0.12

高齢化率 0.29 0.32 0.29 0.30

正規職員率 0.25 0.24 0.25 0.25

居住期間20年以上率 0.34 0.35 0.34 0.35

住居系地域ダミー 0.55 0.34 0.55 0.56

被害想定 第3次 第4次

年 2000-2005 2000-2010 2010-2015

（施策効果） 0.81 9.11 1.95

5％有意 × × ×

人口(人/メッシュ) 610 604 565

人口増加率 0.1％ 1.5％ 0.3％

被害想定
液状化

土砂災害
第3次 第4次

年 2000-2005 2000-2010 2010-2015 2010-2015

（施策効果） 3.96 -3.87 -8.36 -1.21

5％有意 × × 〇 ×

人口(人/メッシュ) 623 615 578 143

人口増加率 0.6％ -0.6％ -1.5％ 0.8％

被害想定 第3次 第4次

年 2000-2005 2000-2010 2010-2015

（施策効果） -16.69 -18.81 -19.37

5％有意 × × 〇

人口(人/メッシュ) 505 486 388

人口増加率 -3.3％ -3.9％ -5.0％
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